
はじめに

平成17年版消防白書によれば、平成16年において、救急車の出動件数は全国で502万件、
搬送人員は474万人に達し、これを10年前と比較すると搬送人員で158万人（1.5倍）もの増
加となっている。また、通報から医療機関等に収容するまでの平均所要時間は約30分であ
るが、30分以上の搬送時間を要しているのが192万人と、搬送人員全体の40％を占めている。
このことは非常に注目すべきことである。さらに、搬送する事故種別の過半数は急病であ
り、例えば、心停止のような重篤な状態に陥った時には、搬送中の救急救命士による処置
や救急救命センター等による高度な医療が円滑に連携して行われることが重要であること
は誰しも認めるところである。したがって、これらのことから搬送中（現場から病院に収
容されるまで）における救急救命士による処置、すなわちプレホスピタルケア（傷病者の
搬送途上における応急処置等）の充実が、国民の生命を守る観点から非常に重要であり、
その実現が強く望まれていると考えられる。

平成３年に成立した「救急救命士法」では、救急救命士は医師の指示のもとに、３つの
特定行為（①除細動、②気管挿管、③薬剤投与）が可能となり、今後、救急救命士の処置
範囲拡大の方向の途上にあるが、一方で、現在、救急搬送中の医師と救急隊員との間では、
現場到着時及び搬送中の傷病者容態について、主に音声通話による情報伝達をしている状
況にある。

そこで、本検討会では「救急業務用高度医療情報伝送システム」の高度化とその実用化
に向けて各種の検討を行った。検討においては、北陸地域の救急医療の現状ならびにその
課題を整理するとともに、救急医療現場（消防救急機関側、医療機関側）において必要と
なる情報通信ニーズの把握を行った。また、プロトタイプのシステムではあるが、基本と
なるモデルシステムを構築し、救急車から救急病院に傷病者の映像や血圧、心電図等のバ
イタルサイン（生体データ）の伝送を想定した通信試験を行って、本システムの有用性に
ついて評価を受けた。さらに、画像品質に関しては、消防職員ならびに救急業務に従事し
ている医師を対象としたアンケート調査を実施し、サンプル画像による評価を元に本シス
テムに求められる性能・機能についての検討を行った。

本「検討会報告書」は、これらの検討結果をまとめたものであり、これが今後の救急業
務用高度医療情報伝送システムの実現、ならびに本システム導入にあたって、少しでも役
立つことがあれば、幸甚である。

最後に、昨年６月から４回にわたって開催してきた検討会において、熱心な論議をいた
だいた委員の皆様をはじめ、ワークショップにおいて実務的な議論を重ねていただいた担
当者の方々、また、技術実証実験に協力していただいた方々に、この場をかりて感謝申し
上げたい。
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